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○私たちは、障害者の働く権利の保障を求めて運動をすすめてきた。障害者が働くことを通して発達が保障され、喜びを感じることが出来るようにするのは、全ての障害者に保障されるべきであり、全ての人間に保障されるべきである。
○その観点で、私たちは共同作業所などの運動をすすめてきたし、就労している障害者の権利保障を求めてきた。
○雇用促進法についても、雇用率が義務化される７０年代から運動をすすめてきた。雇用率で言えば、最初中小企業の方がよく、大企業はなかなか進まなかった。国際障害者年で気運が高まり、雇用率も前進した。中小企業の雇用率の前進が遅れているのは、長引く不況の影響もあり、経済全体の問題としても捉える必要がある。
○今回の改正で、短時間労働が提起されている。働く機会に有利な障害者もいて前進面は評価するが、賃金面、労働条件の面で注意をする必要がある。
○今回は取り下げられたが、障害者の派遣労働も法制化されようとした。全面的な否定は出来ないが、今日ワーキングプアの元凶ともなっている派遣労働を障害者に導入することは、慎重でなければならない。
○福祉的労働からの就労は、障害者自立支援法の施設体系移行と合わせて慎重でなければならない。共同作業所などで力を付けてきた障害者の力を断ち切らないようにしなければならない。
○特別支援学校の職業教育は充実させるべきであるが、後期中等教育は、全人格を発達させる場を第一と考えるべきである。
○職業能力開発校や専門学校での障害者教育に力を入れるべきである。特に、東京には多彩な種類がある専門学校の活用を考えるべきである。
○障害者の就労は、住宅、交通など他の施策とも合わせて考えるべきである。
○障害者自立支援法で就労の促進がいわれているが、単なる福祉予算の削減、タックスペアーの養成でなく、障害者の全人格発展として捉えるべきである。
